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染色整理業界の「低炭素社会実行計画」（2020 年目標） 

 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2020

年の削減

目標 

目標 ＣＯ２排出量を、1990年度比で５３％削減する。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

事業部門における製造工程に加えて、本社・営業所・研究所等の間接部門も対

象とする。 

 

将来見通し：  

 2020年度の向けては、新興国における製造ｺｽﾄの上昇や国内製品の見直しに

より国内の生産量は緩やかに増加すると予測している。 

しかし、2015年度は国内景気の停滞により、生産量(182,383万m2)は見込み

(200,877万m2)の91％に止まったため、2020年度の見込み生産量を、285,000万

m2（当初予定）×0.91＝258,762万m2へ変更する。 

2015年度のCO2原単位は6.12と、見込み(6.38ｔ-CO2/万m2)の96％に止まった

ため、2020年度の見込みCO2原単位を、7.10(当初予定)×0.96＝6.82へ変更す

る。従って、2020年度のCO2排出量は、258,762(万m2)×6.82(ｔ-CO2/万m2)＝

176.4(万ｔ-CO2)となる。これは基準年度(1990年度)比で、（377.2－176.4）

/377.2×100＝53（％）削減となる。 

 

BAT：  

・事務所及び事業所における照明のＬＥＤ化 

 

電力排出係数：  

・５．３０（ｔ-ＣＯ２／万kwh） 

 

その他：  

 

２．低炭素製品・

サービス等によ

る他部門での削

減 

概要・削減貢献量： 
夏季の｢クールビズ｣や冬季の｢ウォームビズ｣商品の製造段階において、 

素材の特性を生かすように工夫して、染色加工を行っている。 

 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量： 
特になし。 

４．革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量： 

屋上に発泡ｾﾗﾐｯｸを敷設して、省エネ・Ｃ０２削減を図る。 

５．その他の 

取組・特記事項 

・ＩＳＯ１４０００認証取得 

・環境報告書及びＣＳＲ報告書に、地球温暖化ガス排出量を公表 

資料７－２ 
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染色整理業界の「低炭素社会実行計画」（2030 年目標） 

 計画の内容 

１．国内

の企業活

動におけ

る 2030

年の削減

目標 

目標 ＣＯ２排出量を、1990年度比で５１％削減する。 

設定 

根拠 

対象とする事業領域：  

事業部門における製造工程に加えて、本社・営業所・研究所等の間接部門も対

象とする。 

 

将来見通し：  

2020年度から2030年度まで10年で、国内の加工数量は、差別化商品を中心に

約1割程度増加するとみている。2020年度の生産量2,590(百万ｍ２)×1.1＝

2,850(百万ｍ２)。 

CO２排出削減には引き続き取り組むものの、差別化商品の増加に伴い、CO2排

出原単位は5％の小幅な改善に止まると予測する。 

2030年度のCO２排出原単位は、6.82(2020年度)×0.95＝6.48(t-CO２/万ｍ２) 

2030年度のCO２排出量は、2,850(百万ｍ２)×6.48(t-CO２/万ｍ２) 

＝184.7万t- CO２となる。 

従って、（377.2-184.7）/377.2×100＝51％の削減となる。 

 

BAT：  

 

電力排出係数：  

・５．３０（ｔ-ＣＯ２／万kwh） 

 

その他：  

 

２．低炭素製品・

サービス等によ

る他部門での削

減 

概要・削減貢献量：  
夏季の｢クールビズ｣や冬季の｢ウォームビズ｣商品の製造段階において、 

素材の特性を生かすように工夫して、染色加工を行っている。 

３．海外での 

削減貢献 

概要・削減貢献量：  
特になし。 

４．革新的技術の

開発・導入 

概要・削減貢献量：  
屋上に発泡ｾﾗﾐｯｸを敷設して、省エネ・Ｃ０２削減を図る。 

５．その他の 

取組・特記事項 

・ＩＳＯ１４０００認証取得 

・環境報告書及びＣＳＲ報告書に、地球温暖化ガス排出量を公表 
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染色整理業における地球温暖化対策の取組 

 

平成 28 年 9 月 2１日 

（一社）日本染色協会 

 

I. 染色整理業の概要 
（１） 主な事業 

 木綿等の天然繊維やポリエステル・ナイロン等の合成繊維の単一素材及び混紡・交織・交編素材からな

る糸や織物・編物に対して、色・柄及び風合い（手触り）・機能性を付与する製造加工業。 

 

（２） 業界全体に占めるカバー率 

 

出所： ※１：会員企業を対象に実施したアンケートの集計値 

※２：繊維統計からの引用値 

※３：アンケート集計値に基づく拡大推定値 

※４：過去の繊維統計からの推定値 

（３） 計画参加企業・事業所 

① 低炭素社会実行計画参加企業リスト 
 

■ エクセルシート【別紙１】参照。 

 

 

 

② 各企業の目標水準及び実績値 
 

■ エクセルシート【別紙２】参照。 

 

 

 

 

 

業界全体の規模 業界団体の規模 
低炭素社会実行計画 

参加規模 

企業数 １７１※４ 
団体加盟 
企業数 

６８
計画参加 
企業数 

２６※１

市場規模 
（百万円） 

１７３，３４４※２ 
団体企業 
売上規模 

１３４，３３１※４ 参加企業 
売上規模 

９８，９００※１

エネルギー消費
量 

（原油 ＫＬ） 
５３５，４６５※３ 

団体加盟企業エ
ネルギー消費量

（原油 ＫＬ） 
 

４３１，０１８※３

計画参加企
業エネル

ギー消費量
（原油 ＫＬ） 

２４２，６６０※１
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（４） カバー率向上の取組 

① カバー率の見通し 

年度 

自主行動計画

（2012年度）

実績 

低炭素社会実

行計画策定時

（2013年度）

2015年度 

実績 

2016年度 

見通し 

2020年度 

見通し 

2030年度 

見通し 

企業数 ３６％ ３８％ ３８％ ３９％ ４２％ ５０％ 

売上規模 ７１％ ７２％ ７４％ ７４％ ７７％ ８７％ 

エ ネ ル ギ ー

消費量 
５３％ ５３％   ５６％ ５６％ ５９％ ６７％ 

※カバー率：業界団体の規模に占める低炭素社会実行計画参加企業数の割合 

（カバー率の見通しの設定根拠） 

 当協会加盟の９割以上は、原油使用量が年間1,500ＫＬ以上のエネルギー管理指定工場であり、毎年、省

エネ法の定期報告書及び温対法に基づく地球温暖化ガス排出量を監督官庁へ提出している。これらの企

業としては、上述の報告書を提出することにより、既に地球温暖化対策に対する法的義務は果たしてという

考え方がある。 

 法的義務の他に、業界としてさらに自主的な実行計画が求められていることを説明して、参加企業を増や

すことに努めている。 

 

② カバー率向上の具体的な取組 

 

 取組内容 取組継続予定 

2015年度 
毎年の自主行動計画書を、会員企業に配布し、活動状況を報

告して、未参加企業に対して参加を要請している。 
有 

 
毎年、当協会のホームページに自主行動計画書を掲載して、

当協会の取り組み状況を公表している。 
有 

 当協会内の技術委員会において、参加を働きかけている。 有 

   

2016年度以降 技術委員会以外の委員会においても、参加を呼びかける。 有 

   

   

   

（取組内容の詳細） 
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II. 国内の企業活動における 2020 年・2030 年の削減目標 
 

【削減目標】 

＜2020 年＞（2016 年 7 月改定） 

・ＣＯ２排出量を、1990年度比で５３％削減する。 

 

＜2030 年＞（2016 年 7 月改定） 

・ＣＯ２排出量を、1990 年度比で５１％削減する。 

 

【目標の変更履歴】 

＜2020年＞ 

・2014 年 3 月～2015 年 6 月：CO２排出量を、1990 年度比で３９％削減する。 

・2015 年 7 月～2016 年 6 月：CO２排出量を、1990 年度比で４６％削減する。 

・2016 年 7 月～        ：CO２排出量を、1990 年度比で５３％削減する。 

 

＜2030 年＞ 

・2015 年 9 月～2016 年 6 月：CO２排出量を、1990 年度比で４７％削減する。 

・2016 年 7 月～        ：CO２排出量を、1990 年度比で５１％削減する。 

  

【その他】 

 

 

 

【昨年度フォローアップ結果を踏まえた目標見直し実施の有無】 

■ 昨年度フォローアップ結果を踏まえて目標見直しを実施した 

（見直しを実施した理由） 

・国内景気の停滞により、2015年度の生産量が予定生産数量の91％に止まったため、その傾向を踏ま

えて、目標である2020年度及び2030年度のＣＯ２排出量を見直した。 

 

 

□ 目標見直しを実施していない 

（見直しを実施しなかった理由） 

 

 

 

【今後の目標見直しの予定】（Ⅱ．（１）③参照。） 

□ 定期的な目標見直しを予定している（○○年度、○○年度） 

■ 必要に応じて見直すことにしている 

（見直しに当たっての条件） 

・今後の生産量、ＣＯ２原単位が予定から乖離した時は、必要に応じて見直しをする。 
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（１） 削減目標 

① 目標策定の背景 

＊ 目標策定の際に前提とした、目下の業界の置かれている状況、生産実態等を具体的に記載。 

 新興国においては、人件費の上昇や環境規制の強化に伴う排水処理設備の増強が実施され、製造コ

ストは上昇している。他方、国内では産官が共同で立ち上げた商品認証制度「Ｊ∞Ｑuality」（織編・染色・

縫製の３工程を国内で行った商品に与える統一ブランド）等によって、国内生産品を見直す傾向にある。 

 このような要因により、今後の国内生産は、付加価値商品を中心に緩やかに回復するものと予測してい

る。 

 

② 前提条件 

【対象とする事業領域】 

事業部門における製造工程に加えて、本社・営業所・研究所等の間接部門も対象とする。 

 

【2020 年・2030 年の生産活動量の見通し及び設定根拠】 

<生産活動量の見通し＞ 

国内市況の停滞により、2015 年度の生産量（182,383 万 m2）は見通し（200,877 万 m2）の 91％に止まっ

たため、2020 年度の見込み生産量については、当初の 285,000 万 m2 から、91％の 258,762 万 m2 へ変

更する。 

2015 年度の CO2 原単位は 6.12 と、見込み（6.38ｔ-CO2/万 m2）の 96％に止まったため、2020 年度の

見込み CO2 原単位も、当初の 7.10 から 96％の 6.82(ｔ-CO2/万 m2）へ変更する。 

従って、2020 年度の CO2 排出量は、258,762（万 m2）×6.82（ｔ-CO2/万 m2）＝176.4（万ｔ--CO2）となる。

これは基準年度（1990 年度）比で、（377.2－176.4）/377.2×100＝53（％）削減となる。 

 

＜設定根拠、資料の出所等＞ 

・生産量は、繊維統計を参考にした。 

 

【計画策定の際に利用した排出係数の出典に関する情報】 ※CO₂目標の場合 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 実排出係数（○○年度 発電端／受電端） 

■ 調整後排出係数（2015年度 発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 

 過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を重視

する。 

その他燃料 

■ 総合エネルギー統計（2015年度版） 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

＜上記係数を設定した理由＞ 

過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を重視

する。 
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【その他特記事項】 

 

 

 

 

③ 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性 

【目標指標の選択理由】 

 低炭素社会実行計画への移行に伴い、ＣＯ２原単位（ｔ-ＣＯ２／万ｍ２）を目標指標とすることを検討した

が、重要なのはＣＯ２排出量との結論に至った。また、1990 年度から 2012 年度まで継続した自主行動計

画においてもＣＯ２排出量を目標指標としてきたことから、それらとの継続性も重視した。 

 

 

【目標水準の設定の理由、自ら行いうる最大限の水準であることの説明】 

 

＜選択肢＞ 

□ 過去のトレンド等に関する定量評価（設備導入率の経年的推移等） 

■ 絶対量/原単位の推移等に関する見通しの説明 

□ 政策目標への準拠（例：省エネ法 1%の水準、省エネベンチマークの水準） 

□ 国際的に最高水準であること 

□ BAU の設定方法の詳細説明 

□ その他 

 

＜最大限の水準であることの説明＞ 

染色整理業におけるＣＯ２排出量は生産量（ｍ２）との相関性が高い。従来は、円高により国内の生産量

は減少傾向にあったが、３年前からの円安により、さらに新興国における人件費上昇や環境規制の強化

により、国内の生産量は緩やかに回復すると予測する。 

国内では、付加価値加工の増加により、エネルギー原単位が上昇することに伴い、ＣＯ２原単位も上昇

することが予想される。 

各種のＣＯ２削減対策を実施することにより、2020 年度のＣＯ２排出原単位を、６．８２(t-CO２／万ｍ２)に

抑えたいと考えている。この値は、2015 年度のＣＯ２排出原単位６．１２(t-CO２／万ｍ２)の約 11％増に相

当する。 
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【BAU の定義】 ※BAU 目標の場合 

＜BAU の算定方法＞ 

 

 

 

 

 

＜BAU 水準の妥当性＞ 

 

 

 

 

 

 

＜BAU の算定に用いた資料等の出所＞ 

 

 

 

【国際的な比較・分析】 

 

□ 国際的な比較・分析を実施した（○○○○年度） 

（指標） 

 

 

 

（内容） 

 

 

 

 

（出典） 

 

 

 

（比較に用いた実績データ）○○○○年度 

 

■ 実施していない  

（理由） 

・海外のデータを入手できない。 

・海外は小品種・大ロット、国内は多品種・小ロットの傾向があり、一概に比較できない。 
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【導入を想定しているＢＡＴ（ベスト・アベイラブル・テクノロジー）、ベストプラクティスの削

減見込量、算定根拠】 

＜設備関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

BATであることの説明 
削減見込量 

普及率見通

し 

事務所及び事業所

における照明の 

ＬＥＤ化 

従来、事務所及び事業所においては、長

形蛍光灯及び水銀灯等の照明が使用さ

れていた。 

近年、ＬＥＤ照明の技術開発が進み、事務

所等のオフィス分野だけでなく、 

事業所等の生産分野の照明にも代替する

ことが可能となった。 

2020 年度 

13,000t-CO2/年 

 

2030 年度 

16,000t-CO2/年 

基準年度 

(2015年度)

14％ 

↓ 

2020年度

80％ 

↓ 

2030年度 

100％ 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

 

 

 

 

 

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・普及率見通しの算定根拠） 

・会員企業へのアンケートの結果では、従来の照明(蛍光灯、水銀灯)からＬＥＤへ代替することに

より、平均 64％の電力を削減できる。 

・先行して、ＬＥＤへの代替を進めている事業所を例にとり、業界全体の加工量との比較から、業

界全体の照明がＬＥＤへ代替された場合の削減電力量を拡大推計し、削減されるエネルギー

量（重油換算）、ＣＯ２量を算出した。 

・ＬＥＤの技術革新は目覚ましく、2020 年度までに 80％程度までは代替が進むと予測する。ただ

し、生産現場では、高温多湿環境への適性、防爆仕様、染色物の色の十分な再現性等を求

める所もあり、これらの課題が完全に解決するには、2030 年度を待つ必要があると見ている。 

（参照した資料の出所等） 

・会員企業へのアンケート調査による 
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＜運用関連＞ 

対策項目 
対策の概要、 

ベストプラクティスであることの説明 
削減見込量 実施率見通し

 特に無し。  

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

   

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

 

 

 

 
 

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・実施率見通しの算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照した資料の出所等） 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 11 - 
 

＜その他＞ 

対策項目 
対策の概要、ベストプラクティスであることの

説明 
削減見込量 

実施率 

見通し 

 特に無し。  

基準年度

○％ 

↓ 

2020年度

○％ 

↓ 

2030年度 

○％ 

（各対策項目の削減見込量・実施率見通しの算定根拠） 

 

 

（参照した資料の出所等） 
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④ 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態 

 

【工程・分野別・用途別等のエネルギー消費実態】 

 

  ＜染色整理業の加工工程＞ 

 染色整理業では、素材別に見ると、ポリエステルやナイロン等の合成繊維を主に取り扱う事業所と木

綿等の天然繊維を主に取り扱う事業所に分かれる。 

また、加工方法別に見ると、連染、浸染等の無地染めと捺染等の柄染（プリント）を行う事業所に分か

れる。 

従って、取り扱う素材や加工方法によって、各工程のエネルギー消費割合は異なる。 

今回は、素材や加工方法を問わず、１２社からのデータに基づく平均値を下記に示した。 

各加工工程 各工程に含まれる加工設備 各工程のエネルギー

消費割合（％） 

準備工程 

毛焼 主に、木綿繊維の場合 

２８（％） 

糊抜  

リラックス 主に、合成繊維の場合 

精練  

漂白 木綿のように、原料に色

素がある場合 

シルケット 木綿繊維が対象 

プレセット 合成繊維が対象 

アルカリ減量 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維が対象 

染色工程 

浸染 無地染（主に液流染色機

を使用） 

４１（％） 
連続染色 無地染 

捺染 柄染（プリント） 

スチーマー（発色）  

ソーピング  

仕上工程 

樹脂付け  

３１（％） 熱処理  

コーティング等  

 

 

 

出所： アンケート調査による 

 

 

 

【電力消費と燃料消費の比率（CO₂ベース）】 

電力： ２７％ 

燃料： ７３％ 
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（２） 実績概要 

① 実績の総括表 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙４】参照。） 

 基準年度 

(1990年度) 

2014年度 

実績 

2015年度 

見通し 

2015年度 

実績 

2016年度 

見通し 

2020年度 

目標 

2030年度 

目標 

生産活動量 

(万ｍ２) 
７０２，５００ １８４，０５２ ２００，８７７ １８２，３８３ １９７，６５９ ２５８，７６２ ２８５，０００

エネルギー 

消費量 

(原油換算万kl) 

１６２．４ ５４．７ ６１．４ ５４．０ ６０．０ ８６．４ ９０．５

電力消費量 

(億kWh) 
１２．７７ ５．６２ ６．７０ ５．５０ ６．０４ ８．７０ ９．８６

CO₂排出量 

(万t-CO₂) 

３７７．２ 

※１ 

１１４．９ 

※２ 

１２８．１

※３

１１１．７

※４

１２３．８ 

※５ 

１７６．４

※６ 

１８４．７

※７

エネルギー 

原単位 

（kl/万ｍ２） 

２．３１ ２．９７ ３．０６ ２．９６ ３．０４ ３．３４ ３．１８

CO₂原単位 

(ｔ-CO２/万ｍ２) 
５．３７ ６．２４ ６．３８ ６．１２ ６．２６ ６．８２ ６．４８

 

【電力排出係数】 

 ※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ 

排出係数[kg-CO₂/kWh] ４．１７ ５．５４ ５．５４ ５．３０ ５．３０ ５．３０ ５．３０ 

実排出/調整後/その他 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 

年度 １９９０ ２０１４ ２０１５ ２０１５ ２０１６ ２０２０ ２０３０ 

発電端/受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 
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【2020 年・2030 年実績評価に用いる予定の排出係数に関する情報】 

排出係数 理由／説明 

電力 

□ 実排出係数（発電端／受電端） 

■ 調整後排出係数（発電端／受電端） 

□ 特定の排出係数に固定 

   □ 過年度の実績値（○○年度 発電端／受電端） 

   □ その他（排出係数値：○○kWh/kg-CO₂ 発電端／受電端） 

 

＜上記排出係数を設定した理由＞ 

過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を重視す

る。 

その他燃料 

■ 総合エネルギー統計 

□ 温対法 

□ 特定の値に固定 

□ 過年度の実績値（○○年度：総合エネルギー統計） 

□ その他 

 

＜上記係数を設定した理由＞ 

過去のデータにおいても同様の係数を採用してきたため、それらとの整合性を重視す

る。 

 

② 2015 年度における実績概要 

【目標に対する実績】 

 
＜2020 年＞ 

目標指標 基準年度 目標水準 
2015年度実績① 
（基準年度比） 

2015年度実績②
（2014年度比） 

ＣＯ２排出量 １９９０年度 ▲５３％ ▲７０％ ▲３％ 

 

＜2030 年＞ 

目標指標 基準年度 目標水準 
2015年度実績① 
（基準年度比） 

2015年度実績②
（2014年度比） 

ＣＯ２排出量 １９９０年度 ▲５１％ ▲７０％ ▲３％ 

 

【CO₂排出量実績】 

 

 
2015年度実績 基準年度比 2014年度比 

CO₂排出量  １１１．７万t-CO₂ ▲７０％ ▲３％
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③ データ収集実績（アンケート回収率等）、特筆事項 

【データに関する情報】 

 

指標 出典 設定方法 

生産活動量 

■ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

□ その他（推計等） 

繊維統計と会員企業アンケートを使用 

エネルギー消費量 

□ 統計 

□ 省エネ法 

■ 会員企業アンケート 

■ その他（推計等） 

会員企業アンケートのエネルギー消費量を基

に、（会員企業アンケートの生産数量）と（繊維統

計の業界全体生産数量）から、業界全体のエネ

ルギー消費量を拡大推計した。 

CO₂排出量 

□ 統計 

□ 省エネ法・温対法 

■ 会員企業アンケート 

■ その他（推計等） 

会員企業アンケートに基づき拡大推計したエネ

ルギー消費量から算出した。 

 

 

【アンケート実施時期】 

２０１６年７月～２０１６年８月 

 

 

【アンケート対象企業数】 

３９社（業界全体の２３％） 

 

【アンケート回収率】 

企業数ベースで６７％  

 

【業界間バウンダリーの調整状況】 

□ 複数の業界団体に所属する会員企業はない 

■ 複数の業界団体に所属する会員企業が存在 

 

□ バウンダリーの調整は行っていない 

（理由） 

 

 

 

■ バウンダリーの調整を実施している 

＜バウンダリーの調整の実施状況＞ 

複数の業界団体に所属する企業については、当協会が担当する染色整理事業部門のデータのみにつ

いて報告を受けている。 

 

【その他特記事項】 
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④ 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO₂排出量・原単位の実績 

【生産活動量】 

＜2015 年度実績値＞ 

生産活動量：１８２３８３万ｍ２ （基準年度比２６％、2014 年度比９９％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 1990 年以降の円高により、海外からの安い輸入繊維製品が国内市場に溢れて、日本国内の染色加

工数量は減少の一途を辿ってきた。 

しかし、最近３年ほどは円高が是正され、新興国においても、賃金の上昇や排水処理費の増加により

製造コストは上昇してきて、国内生産は下げ止まったと見ている。 

今年に入り、国内市況の停滞により、生産量は伸び悩んでいるが、産官共同で made in Japan を推

進する「Ｊ∞クオリティ」商品の拡大等により、今後、国内生産は付加価値商品を中心に緩やかに拡大

すると予測している。 

 

 

 

 

 

 

[分類名], 基準年度
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生産活動量の推移

生産活動量[万ｍ２] 生産活動量見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画
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【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 

＜2015 年度の実績値＞ 

エネルギー消費量：５４．０１万ｋｌ  （基準年度比３３％、2014 年度比９９％） 

エネルギー原単位：２．９６Ｋｌ／万ｍ２  （基準年度比１２８％、2014 年度比１００％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 
 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

染色整理業は多エネルギー消費産業であり、石油ショック以来、常に省エネルギーに努めてきた。 

しかし、少品種・大ロット・一般加工の商品は既に海外生産へ移行しており、国内は多品種・小ロット・付

加価値加工への対応が求められている。 

2015 年度のエネルギー消費量、エネルギー原単位（ｋｌ/万ｍ２）は、省エネルギー実施分と小ロット・付

加価値加工・短納期への対応分とが相殺され、2014 年度とほぼ同程度であった。 

 今後、2020 年度までの短期的には エネルギー消費量、エネルギー原単位ともに増加すると推測す

るが、2030 年度までの長期的にはエネルギー原単位が下がるように、継続的な省エネルギー活動を実

施して行く予定である。 
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エネルギー消費量・原単位の推移

エネルギー消費量[万kl] エネルギー消費量見通し

エネルギー原単位[kl/万ｍ２] エネルギー原単位見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画
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＜他制度との比較＞ 

（省エネ法に基づくエネルギー原単位年平均▲1%以上の改善との比較） 

 2015 年度の前年度比エネルギー原単位の改善率は▲０．３％、直近５年間の平均では▲０．７％であり、

年平均１％以上の改善は達成していない。 

 今後も、2020 年度まではエネルギー原単位は増加すると見ているため、当面、目標の達成は難しいと予

測する。 

 

 

（省エネ法ベンチマーク指標に基づく目指すべき水準との比較） 

□ ベンチマーク制度の対象業種である 

＜ベンチマーク指標の状況＞ 

ベンチマーク制度の目指すべき水準：○○ 

2015 年度実績：○○ 

 

 

＜今年度の実績とその考察＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ベンチマーク制度の対象業種ではない 
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【CO₂排出量、CO₂原単位】 

＜2015 年度の実績値＞ 

CO₂排出量：１１１．７万ｔ-CO２ （基準年度比３０％、2014 年度比９７％） 

CO₂原単位：６．１２ｔ-CO２/万ｍ２ （基準年度比１１４％、2014 年度比９８％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ） 

 
電力排出係数：５．３０ｔ-CO２/万ｍ２ 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

2015 年度のエネルギー原単位（ｋｌ/万ｍ２）は 2014 年度と同様であったが、2015 年度の CO₂原単位は

2014 年度に比べ、僅かながら減少した。これは、電力の排出係数が 2014 年度の 5.54 から 2015 年度

は 5.30ｔ-CO２/万ｍ２へ変更されたことの影響が大きい。電力以外の CO₂原単位はほぼ昨年度と同じで

ある。 

燃料種毎に見ると、石油価格の低下により、一部では重油の使用が見直されている。 

今後、CO２原単位は、エネルギー原単位とほぼ同様の傾向を取ると予想され、2020 年度に向けての短

期的にはエネルギー消費量の増加ともに、CO２排出量も増加すると推測するが、2030 年度の長期的に

は CO₂原単位が下がるように、省エネルギー活動を実施して行く予定である。 
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ＣＯ2排出原単位[t-CO2/万ｍ２] ＣＯ2排出原単位見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画
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【要因分析】（詳細はエクセルシート【別紙５】参照） 

 

（CO₂排出量） 

 
基準年度→2015 年度変化分 2014 年度→2015 年度変化分 

（万 t-CO₂） （％） （万 t-CO₂） （％） 

事業者省エネ努力分   ＋６３．９０６ ＋１６．９ －０．３１９ －０．３

燃料転換の変化 －５３．２４１ －１４．１ －０．２１５ －０．２

購入電力の変化 ＋２４．１１４ ＋６．４ －１．６１５ －１．４

生産活動量の変化 －３００．３０９ －７９．６ －１．０３１ －０．９

合計                  －２６５．５３０     －７０．４        －３．１８０       －２．８ 

（エネルギー消費量） 

 
基準年度→2015 年度変化分 2014 年度→2015 年度変化分 

（万ｋｌ） （％） （万ｋｌ） （％） 

事業者省エネ努力分 ＋１１．８６４ ＋７．３ －０．１５２ －０．３

生産活動量の変化 －１２０．２０４ －７４．０ －０．４９６ －０．９

合計                  －１０８．３４０     －６６．７        －０．６４８      －１．２ 

（要因分析の説明） 

（CO₂排出量） 

  基準年度比で 2015 年度変化分を見ると、CO₂排出量は「生産活動量の変化」、すなわち加工量の減

少により大きく減少している。事業者としては、主に燃料費の削減のために、重油からガスへの燃料転

換を推進してきたが、このことも CO₂排出量の削減に貢献している。さらに、事業者としては、各種の省

エネ投資を実施し、省エネルギー・CO₂排出量の削減に努めてきたが、それらの努力は加工内容の変化

（多品種・小ロット・短納期・付加価値加工への移行）により吸収され、「事業者省エネ努力分」としては表

面には出てきていない。 

2014 年度比で 2015 年度変化分を見ると、「購入電力の変化」によるもの CO₂排出量削減が目立つ。

これは、電力排出係数（調整後）が、昨年の５．５４から今年は５．３０（ｔ-CO２/万 kwh）へ変更されたた

めである。 

「燃料転換の変化」は－０．２％と極めて小さく、これは石油価格の低下により、一部では重油の使用

が増加したためと推測する。 

（エネルギー消費量） 

基準年度比で 2015 年度変化分を見ると、CO₂排出量と同様に、「生産活動量の変化」、すなわち加工

量の減少により大きく減少している。「事業者省エネ努力分」は増加しており、今までに実施してきた各

種の省エネ投資は加工内容の変化（多品種・小ロット・短納期・付加価値加工への移行）に吸収されてし

まっている。 

2014 年度比で 2015 年度変化分を見ると、全体的にやや微減の状況であるが、「事業者の省エネ努

力分」に僅かながら成果が出ている。今後も、引き続き省エネルギーに努力することが重要と考える。 
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⑤ 実施した対策、投資額と削減効果の考察 

 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙６】参照。） 

年度 対策 投資額 

年度当たりの 

エネルギー削減量 

CO₂削減量 

設備等の使用 

期間（見込み） 

2015 年度 

省エネ型加工設備
の導入（低浴比液
流染色機以外） 

３０２（百万円） ８２０（原油換算ｋｌ） １５年間 

低浴比液流染色
機の導入 

２００（百万円） １２０（原油換算ｋｌ） １５年間 

保温・排熱回収・制

御方法の変更等 
１２７（百万円） ３０１（原油換算ｋｌ） １０年間 

2016 年度 

省エネ型加工設備
の導入（低浴比液
流染色機以外） 

１９１（百万円） １１８（原油換算ｋｌ） １５年間 

低浴比液流染色
機の導入 

１４５（百万円） １８（原油換算ｋｌ） １５年間 

保温・排熱回収・制

御方法の変更等 
１５２（百万円） １，３２８（原油換算ｋｌ） １０年間 

2017 年度 

以降 

    

    

    

 

【2015 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 国内の染色の染色整理業は、多品種、小ロット、短納期への対応が求められる。これらはどれも

ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位を上げる要因であり、当業界は継続的に省エネ対策を実施してきた。一昨年頃までは、

重油使用の大型ボイラからガス(都市ガス、LPG 等)使用の小型ボイラへの転換が盛んに実施されて

きたが、大部分の企業では既に転換は完了した。 

 一昨年頃から国内生産はひとまず底を打ったと思われ、今後、反転上昇が見込まれることから、

加工設備を新型の省エネ設備へ更新し、工場の稼働率上昇に備える動きが出始めている。 

 また、ＬＥＤ照明が、オフィス部門だけでなく、工場用照明としても実用可能になりつつあるこ

とから、工場用照明もＬＥＤ化が進みつつある。 

 

 

（取組実績の考察） 

 

【2016 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 今後も、国内の稼働率上昇に備えて、新型の省エネ設備への更新は続くと見ている。 

しかし、為替が著しい円高に振れた場合には、再び輸入品が増加し、国内生産は伸び悩み、設備 

投資も先延ばしになる可能性がある。 
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【BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況】 

 

BAT・ベストプラクティス等 導入状況・普及率等 導入・普及に向けた課題 

事務所及び事業所における

照明のＬＥＤ化 

2015年度 14% 

2020年度 80% 

2030年度 100% 

未だ、設備コストが高く、中小企業では代替が

遅れている。 

厳しい環境（高温多湿環境、防爆設備）での使

用や、染色物の色の再現性に課題がある。 

 

2015年度 ○○% 

2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

2015年度 ○○% 

2020年度 ○○% 

2030年度 ○○% 

 

 

【業界内の好取組事例、ベストプラクティス事例、共有や水平展開の取り組み】 

・ＬＥＤメーカーの技術者による講演会を開催し、協会全体としてＬＥＤの普及に取り組んだ。 

・本活動計画の中で、毎年ＬＥＤへの代替率を公表して、ＬＥＤへの代替を後押しする。 
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⑥ 想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価 

【目標指標に関する想定比の算出】 

＊ 想定比の計算式は以下のとおり。 

想定比【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－当年度の想定した水準）×100（％） 

想定比【BAU 目標】＝（当年度の削減実績）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
想定比＝（３７７．２－１１１．７）／（３７７．２－１２８．１）×１００ 

 

 ＝１０７％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

 

＜自己評価及び要因の説明＞ 

□ 想定した水準を上回った（想定比＝110%以上） 

■ 概ね想定した水準どおり（想定比＝90％～110%） 

□ 想定した水準を下回った（想定比＝90%未満） 

□ 見通しを設定していないため判断できない（想定比=－） 

 

（自己評価及び要因の説明、見通しを設定しない場合はその理由） 

想定より、生産量が伸びなかったため、エネルギー消費量、ＣＯ2 排出量も想定より少なかった。 

 

 

（自己評価を踏まえた次年度における改善事項） 

 2015 年度の生産量の実績を踏まえて、目標年度（2020 年度）の生産量を見直し、それを基に 

2020 年度の目標となるＣＯ２排出量を見直した。 

 

 

 

⑦ 次年度の見通し 

【2016 年度の見通し】 

 
生産活動量 

（万ｍ２） 

エネルギー 

消費量 

（原油換算万ｋｌ） 

エネルギー 

原単位 

（ｋｌ/万ｍ２） 

CO₂排出量 

（万ｔ-CO２） 

CO₂原単位 

（t-CO２/万ｍ２） 

2015 年度 

実績 
１８２，３８３ ５４．０ ２．９６ １１１．７ ６．１２ 

2016 年度 

見通し 
１９７，６５９ ６０．０ ３．０４ １２３．８ ６．２６ 

（見通しの根拠・前提） 

今後、新興国においては賃金の上昇や排水処理費の増加により製造コストは上昇してくる。 

国内では、産官共同で made in Japan を推進する「Ｊ∞クオリティ」商品の拡大等により、国内生産量

は付加価値商品を中心に緩やかに拡大すると予測している。 
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⑧ 2020 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2020 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2020 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（３７７．２－１１１．７）／（３７７．２－１７６．４）×１００ 
 

     ＝１３２％ 

 

【自己評価・分析】（３段階で選択） 

＜自己評価とその説明＞ 

■ 目標達成が可能と判断している 

 

（現在の進捗率と目標到達に向けた今後の進捗率の見通し） 

   今後も、各種の省エネ対策を継続的に実施すれば、目標の達成は可能と見ている。 

 

 

（目標到達に向けた具体的な取組の想定・予定） 

  

 

 

（既に進捗率が 2020 年度目標を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 

  生産活動量及びＣＯ２原単位の動向を見ながら、随時見直しを実施する。 

 

 

□ 目標達成に向けて最大限努力している 

 

（目標達成に向けた不確定要素） 

 

 

 

 

（今後予定している追加的取組の内容・時期） 
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□ 目標達成が困難 

 

（当初想定と異なる要因とその影響） 

 

 

 

 

 

（追加的取組の概要と実施予定） 

 

 

 

（目標見直しの予定） 

 

 

 

⑨ 2030 年度の目標達成の蓋然性 

【目標指標に関する進捗率の算出】 

＊ 進捗率の計算式は以下のとおり。 

進捗率【基準年度目標】＝（基準年度の実績水準－当年度の実績水準） 

               ／（基準年度の実績水準－2030 年度の目標水準）×100（％） 

進捗率【BAU 目標】＝（当年度の BAU－当年度の実績水準）／（2030 年度の目標水準）×100（％） 

 
進捗率＝（３７７．２－１１１．７）／（３７７．２－１８４．７）×１００ 
 

     ＝１３８％ 

 

【自己評価・分析】 

 

（目標達成に向けた不確定要素） 

 為替の変動により円高に振れると、海外からの安い製品輸入が増加し、国内生産は不安定になる。 

 

 

 

（既に進捗率が 2030 年度目標を上回っている場合、目標見直しの検討状況） 

 2030 年度目標については、2020 年度目標と連動して、見直しを実施する。 
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⑩ クレジット等の活用実績・予定と具体的事例 

 

【業界としての取組】 

□ クレジット等の活用・取組をおこなっている 

□ 今後、様々なメリットを勘案してクレジット等の活用を検討する 

□ 目標達成が困難な状況となった場合は、クレジット等の活用を検討する 

■ クレジット等の活用は考えていない 

 

【活用実績】 

 

□ エクセルシート【別紙７】参照。 

 

【個社の取組】 

□ 各社でクレジット等の活用・取組をおこなっている 

■ 各社ともクレジット等の活用・取組をしていない 

 

【具体的な取組事例】 

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  

 

取得クレジットの種別  

プロジェクトの概要  

クレジットの活用実績  
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Ⅲ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門等における取組 
（１） 本社等オフィスにおける取組 

① 本社等オフィスにおける排出削減目標 
 

□ 業界として目標を策定している 

 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 目標を設定しているには、ごく一部の先進的企業に限られ、業界としては目標を設定する所までは至っ

ていない。 

 

 

 

② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 
 

本社オフィス等の CO₂排出実績（１２社計） 

 
2008 

年度 

2009

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

床面積 

（万㎡） 
     2.1094 3.7563 4.1489

エネルギー消費量 

（MJ） 
     21,894,000 53,672,000 57,595,000

CO₂排出量 

（万 t-CO₂） 
     0.0951 0.3121 0.3211

エネルギー原単位 

（MJ/㎡） 
     1,038 1,429 1,388

CO₂原単位 

（t-CO₂/万㎡） 
     451 831 774

対象企業数       １２ １２ 

 

■ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

□ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 
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③ 実施した対策と削減効果 
 

【総括表】（詳細はエクセルシート【別紙８】参照。） 

 

（単位：t-CO₂） 

 
照明設備等 空調設備 エネルギー 建物関係 合計 

2015 年度実績 
４７．５５ ４．４６ ０ ０ ５２．０１

2016 年度以降 
６．６４ ４．４６ ０ ０ １１．１０

 

【2015 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 ・照明の間引き 

 ・冷房２８℃／暖房２０℃の設定管理 

 ・ＬＥＤ照明への転換 

 

 

（取組実績の考察） 

  照明の間引き、昼休み時の消灯徹底化、冷房２８℃／暖房２０℃の設定管理等については、多くの企

業から既に実施済みとの報告はあるが、実際にどれだけの電力量が削減できたかというデータを取っ

ている所は少ない。簡単に、データを取れるような工夫が必要と考える。 

 

 

 

【2016 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 今までと同様に、可能な範囲でのきめ細かい対策を実施していくことが重要と考える。 
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（２） 運輸部門における取組 

① 運輸部門における排出削減目標 

 

□ 業界として目標を策定している 

 

削減目標：○○年○月策定 

【目標】 

 
 

 

【対象としている事業領域】 

 

 

 

 

■ 業界としての目標策定には至っていない 

（理由） 

 ほとんどの企業において、運輸部門の目標を設定するまでには至っていない。 

 

 

 

② エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績 

 

 
2008 

年度 

2009 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

輸送量 

（トン･km） 
        

エネルギー消費量 

（MJ） 
        

CO₂排出量 

（万 t-CO₂） 
        

エネルギー原単位 

（MJ/m2） 
        

CO₂原単位 

（t-CO₂/トン・km） 
        

 

□ Ⅱ．（２）に記載の CO₂排出量等の実績と重複 

 

■ データ収集が困難 

（課題及び今後の取組方針） 

  物流については運送事業者への依託がほとんどであり、自社所有の車両は少ないが、引き続きデー

タ収集を働きかける。 
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③ 実施した対策と削減効果 

＊ 実施した対策について、内容と削減効果を可能な限り定量的に記載。  

 

年度 対策項目 対策内容 削減効果 

2015年度  
 

○○t-CO₂／年 

    

  
  

2016年度以降   ○○t-CO₂／年 

    

    

 

【2015 年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

 自家用車通勤の社員には、安全・省エネ運転を指導している。 

 

 

（取組実績の考察） 

 「トラック輸送」よりは「ＪＲコンテナ」の利用を心がけて、ＣＯ２削減に取り組みたい。 

 

 

 

【2016 年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

 小口で緊急を要する場合やＪＲコンテナを利用できない地域については、引き続きトラック輸送に頼るこ

とになる。 

 

 

（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組 

 特になし。 
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Ⅳ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献 
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠 

 

 

（当該製品等の特徴、従来品等との差異等、及び削減見込み量の算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

（３） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 

 
低炭素製品・ 

サービス等 

削減実績 

（2015年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1 特になし。    

2     

3     
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Ⅴ．海外での削減貢献 
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 

 

 

（削減貢献の概要、削減見込み量の算定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

 

（３） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 

 

 海外での削減貢献 
削減実績 

（2015年度） 

削減見込量 

（2020年度） 

削減見込量 

（2030年度） 

1 特になし。    

2     

3     
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Ⅵ．革新的技術の開発・導入 
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 

（技術の概要・算定根拠） 

 排水バイオマスケイク原料の保水性・断熱性発泡セラミックスを屋根に敷設して、空調の省エネを図って

いる。 

 

 

 

 

 

 

（２） 技術ロードマップ 

 革新的技術 2015 2016 2017 2020 2025 2030 

1        

2        

3        

 

（３） 2015 年度の取組実績 

（取組の具体的事例） 

 

 

（取組実績の考察） 

 

 

 

（４） 2016 年度以降の取組予定 

 

 

 

 革新的技術 導入時期 削減見込量 

1 発泡ｾﾗﾐｯｸ敷設による CO２削減 2015 年 11 月 0.5t 

2    

3    
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Ⅶ．情報発信、その他 
（１） 情報発信 

① 業界団体における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

業界内限定 一般公開 

毎年の自主行動計画書をすべての会員企業へ配布している。 ○  

毎年の自主行動計画書を協会のＨＰに公開している。  ○ 

   

   

   

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 個社における取組 

取組 

発表対象：該当するものに

「○」 

企業内部 一般向け 

ＣＳＲ報告書の発行  ○ 

   

   

 

＜具体的な取組事例の紹介＞ 
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③ 学術的な評価・分析への貢献 

 特になし。 

 

 

 

（２） 検証の実施状況 

① 計画策定・実施時におけるデータ・定量分析等に関する第三者検証の有無 

 

検証実施者 内容 

■ 政府の審議会  

□ 経団連第三者評価委員会  

□ 業界独自に第三者（有識者、研究 

   機関、審査機関等）に依頼 

□ 計画策定 

□ 実績データの確認 

□ 削減効果等の評価 

□ その他（                      ） 

 

② （①で「業界独自に第三者（有識者、研究機関、審査機関等）に依頼」を選択した場合） 

団体ホームページ等における検証実施の事実の公表の有無 

 

□ 無し  

□ 有り 
掲載場所： 

 

 


